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議 案 の 提 出 に つ い て

下記の議案を別紙のとお り、会議規則第 13条第 1項の規定により提出する。

議員提出議案第 27号  認知症との共生社会の実現を求める意見書

理由

関係行政庁に提出するために、本意見書案を提案するものである。

記
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議員提出議案第 27号

認知症との共生社会の実現を求める意見書

認知症の高齢者が2025年 には約 700万人になると想定されている現実に対して、認知症

の人が尊厳を保持 しつつ希望を持って暮 らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的

に推進するための、共生社会の実現を推進する認知症基本法が先の国会で成立した。現在、政府

において、認知症と向き合 う「幸齢社会」実現会議において、認知症の本人及びその家族をはじ

め、認知症に関わる様々な方々から幅広い意見を聴きながら、認知症基本法の施行に先立っての

方針を取 りまとめている。

今こそ、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮 し、相互に人格と個

性を尊重 しつつ支え合いながら共生する活力ある社会 (=共生社会)の実現をという目的に向かつ

て、認知症施策を国と地方が一体となつて進めて行くときである。

私たちがめざす共生社会とは、誰もが認知症になる可能性がある中で、生活上の困難が生じた

場合でも、重症化を予防しつつ持てる力を生かしながら、周囲や地域の理解と協力の下、本人が

希望を持って地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮 らし続けることができる社会である。よつ

て政府に対 して、認知症との共生社会の実現に必要な予算措置も含め、行政の体制を一層強化さ

せ、一刻も早い認知症との共生社会を、各地域で実現することを強く求める。

記

1.認知症基本法の円滑な施行に総力を

本年 6月 に成立した 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の施行に向け、立法

の趣旨を踏まえ、円滑な施行に向け、施行後に設置する「認知症施策推進本部」をはじめとす

る準備に万全を期すこと。特に、認知症の本人が、自身が認知症であることを隠すことなく、

朗らかに日常を続けられる様に、認知症に対する偏見や差別を解消するため、古い常識の殻を

破 り、基本的人権に根差 した希望のある新 しい認知症観の確立のために、省庁横断的かつ総合

的な取り組みの推進に総力を挙げること。

2.地方自治体への支援の強化

地方自治体における者卜道府県認知症施策推進計画。市町村認知症施策推進計画の策定におい

て、今までの延長ではなく、共生社会の実現に向けた統合的かつ連続的な計画の策定を可能に

する専門人材の派遣など、適切な支援を行 うこと。また、各自治体が主体的に実効性の高い施

策を自在に展開するために、自由度の高い事業展開と予算措置のあり方を検討すること。

3.地方自治体の組織体制の強化

地域住民に対する法の理念等の普及啓発、安心・安全な地域づくりの推進等、共生社会の実

現を推進する取 り組みを、部門間の縦割 りをなくして総合的かつ継続的に推進すること。また、

各自治体の施策を適切かつ的確に展開するために、認知症の本人が企画から評価まで参画でき

る体制の整備を検討すること。
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4.認知症の人の働きたいというニーズを叶える労働環境の整備

認知症の人の働きたいというニーズを叶える環境整備も重要である。若年性認知症の人、そ

の他の認知症の方々の就労や社会参画を支える体制整備を進めるとともに、働きたい認知症の

人の相談体制を充実し、認知症と診断されても、本人の状態に応 じて、社会の一員として安心

して生活できる事業者も含めた社会環境を整備すること。

5,認知症の方を抱える「ご家族」への支援体制の拡充

独居や高齢者のみ世帯が急増する中で、一つの事業所で相談から訪問介護、通所、ショー ト

ステイまで、一人一人の状態の変化に応 じて継続的に対応できるオール・イン・ワンの介護保

険サービスを24時間 865日 提供する小規模多機能型居宅介護サービス事業について、見守

り体制の整備も含めて拡充すること。

6.身寄りのない方にも柔軟に寄り添い支える社会の構築

身寄りのない方を含め、認知症になったとしても、その状態に応 じて、安全に安心して生活

が出来る社会環境の構築に向け、一人一人の意思を最大限に尊重 し総体的かつ柔軟に寄 り添い

支える、成年後見制度や身元保証等のあり方について現状の課題を整理 し検討を進めること。

また、住まいに課題を抱える方々に対する総合的な相談対応、一貫した支援を行 う実施体制を

整備すること。

7.認知症に関する基本事項を繰 り返し国民が学べる環境の整備

すべての国民が正しく認知症に向き合 う社会環境を整えるために、認知症発症予防から人生

の最終段階まで、認知症の容態に応 じ、相談先や、いつ、どこで、どのような医療・介護サー

ビス・地域支援を受けることが出来るのか (認知症ケアパス)、 更に認知症の人を支える周囲

の人における意思決定支援の基本的考え方や姿勢、方法、驚かせない !急がせない !自 尊心を

傷つけない !な ど配慮すべき事柄等 (認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援

ガイ ドライン)を 、繰 り返 し国民が学べる環境を整備すること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令不日5年 12月 20日

堺 市 議 会

内 閣 総 理 大

総  務  大

財  務  大

厚 生 労 働 大

臣

臣

臣

臣
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議 案 の 提 出 に つ い て

下記の議案を別紙のとおり、会議規則第 13条第 1項の規定により提出する。

記

議員提出議案第 28号

議員提出議案第 29号
医療・介護・障害福祉分野における処遇改善等を求める意見書

食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求める意見書

理由

関係行政庁に提出するために、本意見書案を提案するものである。
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議員提出議案第 28号

医療・介護・障害福祉分野における処遇改善等を求める意見書

介護事業所や障害福祉事業所では、人材の確保・定着が難 しく、運営に支障をきたす事態が深

刻になっている。また募集 しても応募がなく、公的に定められた人員配置基準は何とか満たした

としても、現場で必要 としている職員数に満たない欠員状態が続く事業所が多いのが現状である。

厚生労働省の賃金構造基本統計調査 (2022年 6月 )で も、福祉施設等の介護職員の超過勤務

手当などを含む平均賃金は月額 25万 7, 500円 で、全産業平均の 34万 100円 と比べて、

8万円を超える格差がある。

今 日、最低賃金の引き上げや大手企業を中心にベースアップ (基本給の引き上げ)な どによつ

て賃上げが進む中で、介護職員などへの対策は打たれておらず、賃金格差がさらに拡大している。

また、 8月 に出された人事院勧告は民間企業の賃上げをうけてプラス改定となり、私立保育園

等の公定価格や児童養護施設の措置などは 4月 にさかのばつて増額される一方で、介護報酬や障

害福祉サービス等報酬には反映されない状況である。

介護や障害福祉を支える職員は、専門職 として位置づけられているにも関わらず低賃金、人手

不足による過酷な労働を強いられることが続けば職員の離職に歯止めがかからない状態に陥り、

施設の運営も困難となり、必要な福祉サービスの提供ができなくなる恐れがある。

よって、政府に対 して以下の通 り、介護職員等の賃金水準を確保するための制度改革と同時に、

職員の人権を尊重し生活を保障する取り組みを迅速に推進することを強く求める。

記

1.医療・介護・障害福祉分野の賃上げについて、経済対策での処遇改善支援事業を早期に実行

すること。その上で、 2024年 度の同時改定においては物価高騰・賃金上昇等を踏まえ処遇

改善等を行 うこと。

2.新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材確保のため、手当の

支給など、地域医療介護総合確保基金における「新型コロナウイルス感染症流行下における介

護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業」の活用を推進すること。

3.介護や障害福祉を支える職員は、専門職 として位置づけられており、高齢化社会を支える必

要不可欠な人材であることから、公営住宅の空き家の 「地域対応活用」を促進すること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令和 5年 12月 20日

堺 市 議 会

内 F/合耳総 理

総  務  大

財  務  大

厚 生 労 働

国 土 交 通

臣

臣

臣

臣

臣

大
　
　
　
　
大

大
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議員提出議案第 29号

食品ロス削減への国民運動のさらなる推進を求める意見書

食品ロス削減推進法が2019年 10月 1日 に施
進められてきた。一方で、農林水産省が公表した 2
万 トンで、その内訳は事業系食品ロス量が279万
つている。
現在、世界で約 8億人が飢餓に直面 していると言われている中で、国連世界食糧計画 (WF

P)では、飢餓で苦しむ人々のために、年間480万 トンの食料支援を行つてお り、日本におけ
る食品ロスとして、まだ食べられるのに捨てられてしまう食料が、その 1.1倍以上となつてい
るのが現状である。

また食品ロスの削減は、気候変動対策としても大変に重要であり、廃棄における直接的に生 じ
る環境影響だけでなく、その生産過程で投入される天然資源やエネルギーの浪費、製造・加工・
流通・卸 。小売の各段階でのエネルギー消費など、環境に及ぼす影響は決 して少なくはない。

よつて、政府に村して、食品ロス削減推進法に基づき、誰もが取り組める脱炭素アクションと
して、食品ロス削減への国民運動のさらなる推進のために、下記の事項について特段の取 り組み
を求める。

記

1・

膏諜覇嶺幕籍彗象晨条避X屯佑票言窪薫寺得奮ぇどり」など、エシカル消費の普及啓発を一
層進めるとともに、食品ロス削減を積極的に進める事業者の評価や支援の強化を図ること。ま
た、地域や事業者の食品ロスの計測・公表等の体制を拡充し実効性を強化すること。

2.食品ロス削減に繋がる小分け包装等の拡大

3〈創瓢 目垣喬善軍発   議解雲熟鶉奈g罐量豚各ett。

食品ロス防止のため、子ども食堂・子ども宅食、フー ドバンク等へ、企業等からの在庫食品

糎学好芳序1乙麻 gィごり7蓬搾翼墓象写寄付運動)等の利活用で、
「もつたいない」と

しての取り組みを一層強化すること。
4.コ ミュニ>ィ フリッジ (公共冷蔵庫)の設置支援

事業系の食品ロス削減と子ども食堂等への支援を行 うために、企業・商店などから提供され
た食料品等を、地域に設置された冷蔵庫や冷凍庫で保管し、随時必要 とされる住民や団体等に
提供するコミュニティフリッジ (公共冷蔵庫)の設置や運営等への支援制度を整備すること。

5.出荷やカロエ前に廃棄されている地域の食材の活用
食に関わる事業者 と野菜等の生産者の連携を促 し、色や形における規格外品や、食材の皮や

芯や種など、出荷や加工前に廃棄されている地域の食材を、出来る限り有効に活用する商品開
発や消費の拡大などに取 り組む地方自治体等の事業に対して積極的な支援を展開すること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令和 5年 12月 20日
堺 市 議 会

経 済 産 業 大 臣

環 境 大 臣

内閣府特命担当大臣

(こ ど も政 策 )

内閣府特命担当大臣

(消費者及び食品安全)

行され、食品ロス削減に関する普及・啓発が
021年度の食品ロス量 (推計値)は 523
トン、家庭系食品ロス量が 244万 トンとな

臣

臣
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大

総

務

閣内

総

臣

臣

大

大

働

産

労

水

生

林
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農

文 部 科 学 大 臣
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同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同
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議 案 の 提 出 に つ い て

下記の議案を別紙のとおり、会議規則第 13条第 1項の規定により提出する。

議員提出議案第 30号

記

加齢性難聴者に対する補聴器購入に係る公的支援制度の創設を求め

る意見書

理由

関係行政庁に提出するために、本意見書案を提案するものである。
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議員提出議案第 30号

加齢性難聴者に対する補聴器購入に係る公的支援制度の

創設を求める意見書ヨ

加齢に伴 う難聴は、日常生活を不便にし、症状の進行により人とのコミュニケーションが難 し

くなることで、高齢者の社会的孤立や うつ病、認知症につながるのではないかと考えられている。

また、平成 27年 1月 に策定された認知症施策推進総合戦円各においては、難聴は、加齢や遺伝

性のもの、高血圧、糖尿病、喫煙、頭部外傷等と併せて認知症の危険因子とされている。

しかし、日本において補聴器の価格は、安価なものでも片耳で数万円、高価なものでは数十万

円にもなるが、保険適用はされず、全額自費となるため、低所得者にとっては補聴器の購入が困

難な状況であり、そのことが補聴器使用率が欧米諸国と比べて低い要因となっている。

現在の補装具費支給制度は、身体障害者福祉法第 4条に規定する身体障がい者のうち、障がい

者手帳を所持する両耳の平均聴カレベルが 70デシベル以上の高度・重度難聴者が対象となつて

いる。 41デシベル以上の中等度以下の難聴者に関しては、購入後に医療費控除を受けられるも

のの、その対象はわずかで、購入者の約 9割は自費で購入せざるを得ない状況にある。

ついては、国におかれては、「聴覚障害の補正による認知機能低下の予防効果を検証するため

の研究」の結果を早期に取 りまとめ、加齢性難聴者に対する補聴器購入について、補装具費支給

制度の対象の見直しや新たな公的支援制度を創設するよう強く要望する。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令不日5年・12月 20日

堺 市 議 会

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣
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堺 市 議 会 議 長

的 場 慎 一 様

堺市議会議員

同

同

提  出  者

令不日5年 12月 18日

藤 本

森 田

長谷川

堂思　
　
一　
　
廿大

晃

俊

美

徹

子

友
　
　
幸

原

本

乾

林

藤

堺市議会議員

同

同
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議 案 の 提 出 に つ い て

下記の議案を別紙のとお り、会議規則第 13条第 1頂の規定により提出する。

議員提出議案第 31号

記

パレスチナ・ガザ地区の即時停戦及び更なる医療 。人道支援等を求

める意見書

理由

関係行政庁に提出するために、本意見書案を提案す るものである。
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議員提出議案第 31号

パレスチナロガザ地区の即時停戦及ぴ更なる医療・人道支援等を

求める意見書

イスラエルの大規模攻撃により、パ レスチナ・ガザ地区の人道状況は、「子どもたちの墓場と

化 し、人々の生き地獄 となっている」 (ユ ニセフ)と も言われる深刻な危機に直面している。

この間、イスラエル軍は、難民キャンプヘの連続的な空爆など、大規模攻撃を行い、多数の民

間人が犠牲となっている。ガザを封鎖 し、電気、水、食料、医薬品の供給を妨げ、住民を命の危

険にさらしている。ガザ北部の住民に南部への移動を命 じていることも、深刻な人道的災厄を招

いている。 10月 7日 以降の 2カ月間で、 1万 7千人以上が犠牲となつた。子どもと女性の犠牲

者が 7割を超えるとの報道もある。

国連の人権専門家 7人は連名で、ガザの事態について国際法違反である「ジェノサイ ド (集団

殺害)の重大な危険」と厳 しく警告 している。

今回のガザ危機の直接の契機は、 10月 7日 のハマスによる国際法違反である無差別攻撃だが、

イスラエルがハマスの攻撃に対する「自衛権」をたてに圧倒的な軍事力を行使 した報復を行い、

ガザでのジェノサイ ドを行 うことは、決して許されるものではない。

ガザの深刻な人道的危機を打開するためには、イスラエルがガザ攻撃を即時中止 し、双方が、

即時停戦のための交渉のテーブルにつくことが急務である。

12月 12日 国連総会において 「人道的停戦」を求める決議が、日本を含む 153か国の賛成

で採択された。

本市議会は、この決議を心より歓迎し、日本政府に対 し、国際社会と連携 し、ガザ地区の即時

停戦、人質の全員の解放への働きかけをより強固なものにするとともに更なる医療 。人道支援等

を早急に実施することを求める。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

令和 5年 12月 20日

堺 市 議 会

臣

臣

臣

臣

大理

大

大

大

総

務

務

衛

閣内

総

外

防
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令和 5年 12月 18日

堺 市 議 会 議 長

的 場 慎 一 様

堺市議会議員

同

同

提  出  者

生
思
　
　
一晃

本

田

藤

森

美

徹

子

友
　
　
幸

原

本

乾

林

藤

堺市議会議員

同
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議 案 の 提 出 に つ い て

下記の議案を別紙のとおり、会議規則第 13条第 1項の規定により提出する。

記

議員提出議案第 32号

議員提出議案第 33号

議員提出議案第 34号

2024年 4月 の診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の

改定において報酬引き上げを求める意見書

核兵器禁止条約に関する意見書

大阪 。関西万博の中止を求める意見書

理由

関係行政庁に提出するために、本意見書案を提案するものである。

|

|
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議員提出議案第 32号

2024年 4月 の診療報酬・介護報酬 B障害福祉サービス等

報酬の改定において報酬引き上げを求める意見書

2024年 4月 1日 に、診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定が行われる。

この間、医療機関・介護事業所の経営は、国の社会保障費抑制政策を受けて、診療報酬・介護

報酬のマイナス改定の影響により、新型コロナウイルス感染症流行前から、多くの医療機関・介

護事業所において、深刻な経営実態にある。

三病院団体 (日 本病院会・全 日本病院協会 。日本医療法人協会)は 9月 15日 に、病院の経営

状況について 「補助金がなければほとんどの病院が赤字経営になる異常な事態である」とし、

「診療報酬の構造に問題がある」と指摘。 日本病院会が呼びかけた 「入院基本料の引き上げに対

する嘆願書」には全国で約 4, 600病院から賛同が寄せ られ、多くの病院が市民のいのちを守

るために、大幅な診療報酬の引き上げを求めている。

介護事業所においても、深刻な人手不足と低い介護報酬のもとでの経営難が続いている。コロ

ナ禍 と物価高騰はこうした事態を一層加速させた。来年 4月 の介護報酬改定に向けて、 1号保険

料の標準段階の多段階化、利用料 2割負担の対象拡大、多床室の室料負担の対象施設の拡大など

も議論されている。利用者団体の 「認知症の人と家族の会」など7団体が、こうした改定に反対

し、経済的な心配がなく必要なサービスが利用・提供できる制度へと改善すべきだとして、 9月

29日 に 1, 622団体の団体署名を厚労省に提出した。

障害福祉サービス事業所でも同様に、人手不足がきわめて深刻になっている。 2018年 厚生

労働省公表の資料 「一般労働者の産業別賃金水準」によると、障害分野が含まれる 「医療・介

護」は全産業平均を下回つており、そこから障害福祉関係分野職員のみの給与を抽出すると、最

低水準の「宿泊業・飲食サービス業」を下まわり、月収約 23万円という水準だつた。こうした

実態が、人材確保の困難さの最大要因となつている。

介護従事者、障害福祉サービス従事者等の処遇改善について、昨年一定の改善があつたが、全

産業平均給与との差を埋めるには程遠い水準である。

よつて本市議会は政府に対 して、医療機関・介護事業所 。障害福祉サービス事業所が安全 。安

心の医療・介護・障害福祉を提供できるよう、 2024年 4月 の改定において診療報酬・介護報

酬・障害福祉サービス等報酬の引き上げを行 うことを求める。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

2023年 12月 20日

堺 市 議 会

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

宛
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議員提出議案第 33号

核兵器禁止条約に関する意見書

2021年 1月 22日 、核兵器禁止条約が発効 した。これは、核兵器を全面的に禁止 した史上

初の国際条約である。ヒロシマ・ナガサキから75年を経て、核兵器はついに違法化された。

核兵器禁止条約の条文に基づく取 り組みが開始されている。この条約では第 6条 「被害者援助

と環境回復」や第 7条 「国際的協力および援助」において、核兵器や核実験による被害者への援

助や汚染地域の環境改善を義務化 し、適切な支援を提供することが定められている。

日本では、被爆者が国家補償を求めて運動 してきた結果、被爆者援護法制が作られた。それに

より十分とはいえないが、一定の医療手当がなされている。原爆症認定訴訟や 「黒い雨」訴訟、

また在外被爆者問題にみられるように、被害者や被害の定義そのものがたえず争点になってきた

のである。このような教訓は、核実験被害者の援助の議論が始まる今、生かされなければならな

い。

また、福島の原発事故後の避難や除染の教訓は、核実験後の環境回復にも生かせるものである。

よつて本市議会としては、政府に対 して、核兵器禁止条約の締約国会議を踏まえて締約国から

出される核兵器や核実験による被害者への援助や汚染地域の環境改善のために行われる活動に積

極的対応することを求める。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

2023年 12月 20日

堺 市 議 会

]一
各宛

臣

臣

臣

大理

大

大

総

務

務

閣内

総

外
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議員提出議案第 34号

大阪 B関西万博の中止を求める意見書

10月 20日 、日本国際博覧会協会から2025年 開催予定の大阪 。関西万博の会場建設費が

2, 350億円に膨れ上がるとの試算結果が示された。

当初見積もられていた 1, 250億円の倍近い増額である。建設費は国、大阪府・市、経済界

の三者で等分に負担することを取り決めている。国と大阪府・市の公費支出が増えることは国民

と住民の負担増に直結する大問題である。加えて会場建設費とは別に、国の負担は、日本館建設

費など現時点で約 837億 円に上ることも判明している。

今回の増額について万博協会は、資材高騰や人件費が増えたなどと説明しており、資材の価格

はこれからも大幅な値上がりが予想 され、人材不足も続いている。あくまで開催するというなら、

今後もなし崩 し的に費用が膨張しかねない。

国民に多大な負担を強いる事業でありながら、終わったら壊す施設であり、道理のなさが改め

て浮き彫 りになっている。

もともと大阪・関西万博の開催予定地である大阪市の人工島 。夢洲は地盤が軟弱で、地盤沈下

のおそれもある。土壌に汚染物質が含まれてお り、対策費用もばく大である。関連する交通イン

フラ整備などを含めると総費用は 1兆円を超える。

世論は万博費用の増額に批判を強めている。 11月 14日 から15日 に行われた共同通信社の

世論調査では、建設費増額による国民負担増は「納得できない」が 75.6%に 上った。「毎

日」 11月 16日 付は 「規模を縮小して、費用を削減」が42%で 、「万博をやめるべきだ」と

の答えも35%あ つた。大阪市の市民団体は 11月 14日 、 2025年 大阪・関西万博の開催中

止を求める約 9万人分の署名を、日本国際博覧会協会と大阪府・市でつくる万博推進局にそれぞ

れ提出した。

物価高騰で国民の暮 らしが苦 しい中で、万博に巨額な税金を投 じることは国民の理解を得 られ

ない。

さらにパビリオン建設の遅れを取 り戻すため、万博工事を時間外労働の上限規制の対象外にす

る動きもあり、違法な長時間労働が労働者に強いられる危険がある。命 と安全を置き去 りにする

ことは、万博の理念と相いれない。

よって本市議会は、大阪・関西万博の中止を求めるものである。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。

2023年 12月 20日
堺 市 議 会

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

経 済 産 業 大 臣

国際博覧会担当大臣
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